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（完了）認定された、次に揚げる工事の施工
実績を有すること。なお、同種工事の項に掲
げる各工事の施工実績を同一の工事において
有する必要はない。（特定建設工事共同企業体
及び経常建設共同企業体の構成員としての施
工実績は、出資比率が20％以上の場合のもの
に限る。異工種の特定建設工事共同企業体及
び経常建設共同企業体としての実績は、協定
書の分担工事の実績のみ同種工事として認め
る。）
{ 単体又は特定建設工事共同企業体を構成
する場合の代表者
Ê 同種工事（下記æ及びçを必要とす
る。）
æ ２車線以上かつ設計舗装面積
8•0万fl以上ある国道又は自動車専用
道路の新設のアスファルト舗装工事

ç コンクリートフィニッシャーによる
２車線以上かつ設計舗装面積2•0万fl
以上ある道路の新設のコンクリート舗
装工事

| 特定建設工事共同企業体を構成する場合
の代表者以外
Ê 同種工事（下記æ及びçを必要とす
る。）
æ ２車線以上かつ設計舗装面積
4•0万fl以上ある国道又は自動車専用
道路の新設のアスファルト舗装工事

ç コンクリートフィニッシャーによる
２車線以上かつ設計舗装面積1•0万fl
以上ある道路の新設のコンクリート舗
装工事

` 次に揚げる基準を満たす現場代理人、主任
（監理）技術者を当該工事に専任できること。
{ 専任の主任（監理）技術者が、一級土木
施工管理技士又はこれと同等以上の国家資
格を有する者であること。
なお、専任を要する期間は、工事現場が
稼働（準備工事を含む。）している期間とす
る。

~ 特別な安全対策「安全管理」 次のÊ及
びËの項目において、特に重要と思われる
安全対策について期待できる効果を含めて
記述する。
Ê 営業予定ＩＣ（相模原愛川ＩＣ）を利
用した資機材搬出入時の安全対策

Ë 工事全体を通しての安全対策
� 環境対策「環境保全」 工事中の環境対
策として、下記Ê～Íの項目において、特
に重要と思われる環境対策について期待で
きる効果を含めて記述する。
Ê 使用機械の騒音・振動対策
Ë 各施工作業箇所の騒音・振動対策
Ì 粉じんの飛散防止対策
Í 工事中のＣＯ２削減対策（工法選定、
資材選定、仮設設備等を含む機械選定）

| 配置予定技術者の工事経験 現場代理人
又は主任（監理）技術者のうち１名以上が、
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（完了）認定された、次に揚げる工事の施
工実績を有すること。ただし、同種工事の
項に掲げる各工事の実績を同一の工事にお
いて有する必要はない。また、すべての工
事の経験を同一の者が有している必要はな
い。（特定建設工事共同企業体及び経常建設
共同企業体の構成員としての施工実績は、
出資比率が20％以上の場合のものに限る。
異工種の特定建設工事共同企業体及び経常
建設共同企業体としての実績は、協定書の
分担工事の実績のみ同種工事として認め
る。なお、現場代理人としての実績におい
ては、この限りではない。）
Ê 同種工事（下記æ及びçを必要とす
る。）
æ ２車線以上かつ設計舗装面積
4•0万fl以上ある国道又は自動車専用
道路の新設のアスファルト舗装工事

ç コンクリートフィニッシャーによる
２車線以上かつ設計舗装面積1•0万fl
以上ある道路の新設のコンクリート舗
装工事

} 現場代理人・主任（監理）技術者にあっ
ては、入札参加希望者と直接的かつ恒常的
な雇用関係にあること。なお、恒常的雇用
関係とは、技術資料提出日以前に３ヶ月以
上の雇用関係にあることをいう。

~ 監理技術者にあっては、技術資料の提出
時に監理技術者資格者証及び監理技術者講
習修了証を有する者であること。

a 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「確
認資料」という。）の提出期限の日から開札の
日までの期間に、「中日本高速道路株式会社工
事・調査等の資格登録に関する要領」に基づ
き、「地域２」において、資格登録停止を受け
ていないこと。共同企業体の場合は、各構成
員が前述の期間において資格登録停止を受け
ていないこと。

b 特定建設工事共同企業体を構成する場合に
おいては、次に揚げる事項を満たしているこ
と。
{ 各構成員が該当工事に対応する建設業法
（昭和24年法律第100号）の許可業種につ
き、許可を有してから営業年数が５年以上

であること。ただし、相当の施工実績を有
し、確実かつ円滑な共同施工が確保できる
と認められた場合においては、許可を有し
てから営業年数が５年未満であってもこれ
を同様として取扱うことができるものとす
る。

| 各構成員が配置する専任の監理技術者又
は主任技術者は当該工事に対応する建設業
法の許可業種に係る資格のうち一級土木施
工管理技士又はこれと同等以上の国家資格
を有すること。

} 各構成員の出資比率は、２者で構成され
る場合は30％以上であることとし、代表者
の出資比率は構成員中最大であること。

~ 当社が別に定める共同企業体協定書によ
る協定書（案）が提出されていること。

c 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、公共工事等からの排除要請があり、当該
状態が継続している者でないこと。

d １に示した工事に係る設計業務等の請負人
又は当該請負人と資本若しくは人事面におい
て関連がある建設業者でないこと。

３ 総合評価に関する事項
\ 総合評価落札方式の仕組み 本工事の総合
評価落札方式は、確認資料の提出に併せて総
合評価提案資料を提出し、当該資料に記載さ
れた技術提案内容の評価による技術評価点
と、入札書の価格により算出される価格評価
点とを加算した総合評価点が最も高い者を落
札者とする総合評価落札方式である。
その概要を下記に示すが、具体の技術的要

件及び入札時の評価に関する基準について
は、入札説明書による。

] 評価項目及び評価指標 工事目的物の性
能・機能に関する事項の性能・機能及び社会
的要請に関する事項の特別な安全対策、環境
対策を評価項目とする。
評価項目を達成するため、「アスファルト舗
装表層工の出来形管理」・「高機能舗装の品
質管理」・「連続鉄筋コンクリート舗装版の
品質・出来形管理」・「安全管理」・「環境
保全」を評価指標とする。

^ 評価項目内容 技術提案は、評価項目毎に
３提案以内とし、４提案以上の場合はその評
価項目の提案を全て不採用（０点）とする。

技術提案が１提案もない場合は、標準案での
施工も可とする。なお、技術提案の枚数は、
提案数に係らず説明図面及び写真等を含み評
価項目毎にＡ４版３枚以内、全体でＡ４版15

枚以内とし、規定枚数を超えた場合は全て不
採用とする。
{ 性能・機能「アスファルト舗装表層工の
出来形管理」 アスファルト舗装表層工の
平坦性及び仕上り厚（出来形）を管理する
ために特に重要と思われる管理手法・体制
の提案及び期待できる効果を含めて記述す
る。

| 機能・性能「高機能舗装の品質管理」
高機能舗装の空隙率を管理するための材
料選定、品質管理方法、施工体制について、
特に重要と思われる管理手法・体制の提案
及び期待できる効果を含めて記述する。

} 性能・機能「連続鉄筋コンクリート舗装
版の品質・出来形管理」 連続鉄筋コンク
リート舗装版の施工にあたり、次のÊ及び
Ëの項目について、重要と思われる内容に
関して、その管理手法、体制の提案及び期
待できる効果を含めて記述する。
Ê 連続鉄筋コンクリート舗装版の品質管
理方法、施工体制

Ë 連続鉄筋コンクリート舗装版の平坦性
及び仕上り厚（出来形）
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